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I. はじめに
本稿の研究対象とするところは，日露戦後（主に1920年代）の機械工業の発展形態を，
中小企業問題の形成史という視点から検討することにある。この作業を本稿では，主とし
て『工場統計表かを用いつつ，この期の民間機械器具工場について，工場数，職工数，
電動機馬力数生産額の統計デークに若干の加工を加え，製造工業全体との比較，斯業内
部の品目別構成と規模別構成の検討をつうじて，斯業のこの期の発展の諸特徴を摘出す
る，という手法をとって行っている。
次に，本稿の問題意識についてあらかじめ一言しておこう。我が国の「財閥コンツェル
ン」は，その傘下諸企業間の技術的関連性に乏しいコングロマリット的コンツェルンとし
て形成されていくのであるが，その一因は「財閥コンツェルン」の形成期における日本資
本主義の産業基盤に求めることができる，と考えられる。すなわち，我が国では近代産業
の形成が欧米の生産様式の先端部門での重点的導入をつうじてなされるのであるが． 日露
戦後以降の重工業化の過程についても，生産手段生産部門と消費資料生産部門の有機的関
連性の稀薄性，および両部門内部での 1次製品部門と 2次加工部門の発展の不均等性を克
服するととができなかった。そのため，生産手段生産部門主導型の経済発展への移行によ
1)本稿において使用する「工場統計表』からの数字は，機械工業にかんするかぎり
すべて「『工場統計表』の利用一分析基準—「大正期」 日本資本主義の構造分
析の準備作業ー」（名古屋大学経済学部経済調査室「調査と資料』第33号，昭
和41年11月，以下，名大調査室資料と略す）にもとづくものである。この資料の
性格については後述するが，ここでは，資料作成者の努力に敬意を表ナるととも
に，資料の刊行を教えて下さった甲南大学杉原四郎教授に謝意を表したい。
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る迂回生産過程の全面的展開はこの期には果しえず，またその方向への進展度合は独占資
本主義経済の技術的基盤を提供するにはきわめて不十分な段階に渋滞する。このような技
術的基盤の脆弱さこそ，．「財閥コンツェルン」の特異な性格を決定した，といえよう。
しかるに，そういったわが国の重工業化の特殊性格は，当時の資本主義の発展段階にお
いて生産手段生産部門と消費資料生産部門の「結節点」としての位置を占めていた機械工
業の発展形態のなかに端的に表現されていた，と考えられる。したがって，このような事
情を考慮に入れるならば，金融資本の対極をなすものとしての中小企業についても，その
形成・展開過程を考察する際に，機械工業の分析が特別の意義をもちうる，といういきさ
つも首肯しうるであろう。、
本稿は．このような視点から，機械工業を中心とする日本の中小企業の特質にかんする
分析に．数量的把握の面からの材料を提供することを課題とする。
]I. 中小企業問題の形成と機械工業
数量的分析に入るまえに，ここでは前もって，わが国において中小企業の発生する歴史
的背景を主に産業構造の史的変化の面から（とくに機械工業との関連に留意しながら）•も
う少し詳細に考察しておきたい。わが国の中小企業問題の史的考察においては，その始点
を明治末期，日露戦後の時期に求め，第1次大戦とそれに続く諸反動恐慌・金融恐慌を
経た1930年代初頭にその形成・展開の一つの画期を見出す，という視点は，それなりの妥
当性をもつものといえよう。これを文献史的にみるなら．，中小企業という用語を「中小エ
業」と類似のものとしてみる2)かぎりでは，このような用語は資料類においては，すでに
明治40年代に農商務省等が用いている8)のであって，問題の所在が端初的ながらもこの期
に意識されていたことを示している。また中小工業概念に対する関心が普及するに至るの
は．第1次大戦後の相次ぐ反動恐慌のなかでとられた金融政策（救済融資）をつうじてで
あり，昭和3,4年頃に至ってはじめて．これを主題とする文献が捺生するようになった，
2) 「中小工業」というばあいの「小」は，大工業形態をとっていない近代マニュフ
アクチュア・近代家内労働等の部分を指すと考えるのが通説であるが， もしこの
通説に従うとしても，「中小企業」 という用語も， 近代家内労働的な零細経営を
も含む概念として用いられており，両者を類似の概念とみなしても問題はない。
例えば，伊東岱吉「中小工業問題の本質」（藤田敬三，伊東岱吉編「中小工業の
本質」有斐閣， 1954)40-41ペー ジ参照。
3)尾城太郎丸「日本中小工業史論』（日本評論社,1970) .130ペー ジ参照。
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といわれている4)。さらに，藤田敬三，小宮山琢二両氏の下請企業の分析5)をはじめとし
て，わが国の中小企業の特質に関する本格的な研究がはじめられるのは， 1930年代中頃以
降の時期に属する。このことは，世界恐慌と満州事変を経た準戦時体制下においてようや
く，中小企業問題が「問題」として自己の市民権を確保した，ということを示す。
しかるに，このような中小企業問題の形成。展開の歴史は， 日露戦後の時期に起った日
本資本主義の構造変化をその背景としてのみ成り立ちえたのである。すなわち，中小企業
問題の発生は，その対極としての金融資本の成立をみることなくして語りえないのである
が，さらにこの金融資本の成立そのものが日本資本主義の再生産構造の変化に対する「古
い財閥」の対応として生起した点に注意すべきであろう。日露戦後の慢性不況下において
銀行資本の集中がすすむなかで， 財閥傘下の機関銀行！まその信用力を強化したのである
が，このような銀行の役割の増大こそ，財閥系諸企業の独立の株式会社への再編成とその
株式の相互保有の体制（この体制の頂点には，いうまでもなく持株会社が立つ）を可能と
し， 「古い財閥」の「日本型金融資本」＝「財閥コンツェルン」への転化を促迫す、るもので
あった6)。「古い財閥」は官業払下げによって獲得した鉱山，造船所等を中心に部分的に
は個別産業分野において産業独占としての地歩を固めつつあったとはいえ，商業，．海運．
高利貸を主要業種とし，依然として前期資本的性格を濃厚にもっていたのであって，この
ような財閥の構造は，明治末期の日本資本主義の到達段階における産業構造上の要請に応
じうるものではなくなりつつあった。国民の伝統的な消費パター・ンに依拠した在来産業部
門と，これと独自に展開する西欧諸国がらの導入産業部門（軍事的色彩の強い重工業，お
よび加工貿易にその活路を見出す綿糸紡績業を中心とする）の並行的発展という発展経路
は， この期に至って行き詰まることになる7)。在来産業部門でも「産業革命」が進展
4)藤田敬三「日本産業構造と中小企業」 （岩波害店,1965) 11-12ペー ジ参照。
5) 「社会政策時報」誌に掲載された 2つの論文，藤田敬三「軍需工業に於ける下請
制を主題として」 (1937年9月号）， 小宮山琢二「下請工業の社会経済的構造」
(1938年10・11月号）を指す。
6)我が国の金融資本の成立過程については，小野義彦「金融寡頭制の成立」（岩波
講座「日本歴史20・現代3」1963)56-61ペー ジ参照。
7)中村隆英氏は，明治以来第1次大戦までの日本について， 「投資，輸出あるいは
財政支出のような起動力に応じて，消費が順調に伸びた」という視点から，消費
財生産の担当者たる前近代的部門と投資財．輸出財の生産担当者たる資本主義的
部門との「均衡ある「分業」関係」を指摘している。中村隆英「国内市場の発展
と二重構造の成立」（玉野井芳郎， 内田忠夫編「二重構造の分析」東洋経済新報
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し8), 例えば生糸業においても1892年には器械製糸の生産額が座繰製糸を圧倒するに至っ
ているが，それとともに部門によっては．輸入染料による国産の藍の崩壊，洋紙による和
紙の圧迫にみられるように，その存立基盤がおびやかされる事態も続出する。これに対し
他方では，消費資料生産部門（在来産業部門をふくめて）においで必要とされる生産手段
の生産・修理部門の決定的立ち遅れや，両部門内部での 1次製品部門と 2次加工部門の発
展のアンバランス（鉄鋼業， 紡績業の近代部門としての早期形成に対するその加工部門
—例えば機械，織物＿ーの立ち遅れに象徴される）が日本資本主義にとって克服すべき
課題として立ち現われることになる。日露戦争後の不況局面が慢性的色彩を呈したのも，
じつはこのような構造的問題を内包していたことにその原因がある，と考えられる。かか
る産業構造上の変化を背景として，財閥は，重工業部門を含む近代産業諸部門への大々的
進出，また生糸等の在来産業部門に対する主に流通面からの支配の確立等， 「財閥コンツ
ェルン」としてのその活動領域の拡大を実現すべく，近代的独占への脱皮をせまられるの
である。
金融資本成立期における在来産業問題と小工業問題の中小企業問題への転形もまた，日
本資本主義の再生産構造の上記の変化にその起因をもっていた。在来産業は，すでにこれ
に先立つ時期に，産業資本の形成過程に対応して，この部門の自生的資本の形態変化の過
程（ならびにこれと並行して進行する在来産業諸部門の崩壊過程）において「小工業」へ
の展開をなしとげ， 「その後導入せられた外来小産業と一体をなして•…••小企業群を形
成」 9)し，いわゆる小工業問題として把えられるようになっていた。しかるに，ここで小
工業の概念規定について付言するなら，小工業の歴史的な概念規定は，産業資本主義ー大
工業の段階における旧生産形態の変革（とくに近代的マニュファクチュアおよび近代的家
内労働の形成）に求めるのが通説である10)。 しかし， 後進資本主義国である我が国につ
社,1964) 170, 176ペー ジ。
8)松方デフレ以降， 在来産業部門においても， 部分的とはいえ機械原理が導入さ
れ，「産業革命」の進行と産業資本の形成の過程がみられる。我が国の産業資本
の形成過程の特徴は，いささか図式的な見方をすれば，一方での導入部門での産
業独占の形成，他方での在来産業部門における自生的資本の産業資本への転化，
という二重的な過程としてみることができる。越後和典・安喜博彦「「産業革命』
の進展と日本資本主義の形成」（講座「日本資本主義発達史論I』 日本評論社．
1968) 111, 126ペー ジ。
9)藤田敬三「日本産業構造と中小企業」 10ペー ジ。 、
10)例えば，伊東岱吉．前掲論文33-39ページを参照。
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いて，世界資本主義との関連においてこの問題を考察するばあいには，このような図式の
機械的あてはめは必ずしも適切ではない。我が国の産業資本の形成過程は，大工業一般の
形成過程として把えられるものではなく，この過程そのものが，一方では産業独占の形成
過程として，他方では自生的資本の小規模・零細の産業資本（これまた「大」工業）への
転化過程として進行する。したがって，小工業問題は，たんに近代的マニュ・近代的家内
労働のみならず，小規模・零細の機械工場（それはしばしば問屋制下に包摂されている）
をもふくむ問題としてみることができよう。我が国の「小工業」が，例えば藤田敬三氏の
言葉を借りれば，「必ずしも特定の明確な対象と規定とを持った…••ものでなかった」 11)
と言われる一因はこ•こにある。
このような小工業は，先にみた日本資本主義の従来の発展パターンの行き詰まりに直面
し，財閥の支配形態の変化に対応する一定の再編をこうむることになる。まず；在来産業
部門の零細経営の淘汰とならんでこの部門での工場制生産が一層進展するのであるが，そ
のなかで，在来産業諸部門における金融資本の流通部面を主とする支配機構が拡充する。
この支配機構の拡充は，しばしば株式所有をテコとしていたのであるが，例えば生糸業で
の三井の支配について， 『三井本社史」は， 「明治末年に於て漸次傘下会社の形成を進め
来った三井物産は，大正度に入って益々この態勢を強化し，生糸関係で帝国蚕糸•河野製
糸・日華蚕糸・郡是製糸等の諸会社株式を保有したのを初め，……幣しい数の生産会社と
資本及び融資関係を結びその製品の一手販売権を掌握するに至った。当時同社が一手販売
契約を締結していた生産会社（在来産業に限定されるわけではない—引用者）は優に80
社に上っている」12)と指摘している。
しかし，ここでの問題はむしろ，生産手段生産部門を含むほとんど全部門にわたり小規
模工場生産が行きわたり，同一産業部門内での大企業と中小企業の競合，もしくは問屋を
介しての支配・被支配関係（下請制の先行形態）が広汎に形成されていくことにある。も
ちろん，このような方向での中小企業問題の展開とその日本的特質は， 1920年代の反動諸
恐慌と金融恐慌の時期をつうじてより明確になる 18)のであるが， その場合注目されるの
11)藤田敬三，前掲書11ペー ジ。
12)中井信彦『三井本社史』中巻（三井本社,1956) 524ペー，ジ。（柴垣和夫「日本金
融資本分析J東京大学出版会,1965, 205ペー ジより転載）。
13)加藤誠一氏は，国際比較の視点からみた戦後日本の中小企業の特性を次の2点に
．求めている。すなわち，事業所構成のみならず従業員構成でみても零細企業の比
重が高いこと，および「一社専属の下請メーカー」が多く，親企業に対する下請
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は，先にみたような日本資本主義の再生産構造の変様のなかで中小企業の新たな存在領域
が形成されるに至ったことである。したがって，本稿が機械工業を分析の対象とするかぎ
り，この側面についてさらに若干の検討を加えておく必要があろう。
我が国の「産業革命」は，生産手段生産部門においては基幹部門である鉄鋼業と運輸部
門の早期形成に促迫される造船業とに偏し，また消費資料生産部門では導入部門．としての
疇業が主導的役割を果すのであるが，このような二層的な展開は，世界資本主義の独占
段階での「産業革命」としての特異性を示すものであった。各産業部門の発展について，
その典型的な1厠洛を代表的な産業部門でもって単純化して示すなら，それは<(1)繊維一(2)
繊維生産に必要な機械および鉄道一(3)鉄鋼＞としてあらわされる。先進諸国での資本主義
．の独占段階への移行は，産業基盤における上記の順路の(2)から(3)への移行に対応するので
あり，このことからして独占段階への移行期における鉄鋼業の役割が説明される。すなわ
ち，先進諸国での資本主義の独占段階への移行においては，その産業基盤としての鉄鋼業
の役割が強調されるのであるが，その場合，機械工業がこれに先立って発展しており 14),
鉄鋼業が他産業から孤立して形成されたわけではない，ということが注目される。しかし
我が国では生産手段生産部門においても，消費資料生産部門においても 1次製品部門に偏
して発展することからして，両部門間には有機的な関連性が欠落しており，先進諸国製の
生産手段，なかんずく機械の輸入は，この欠落部分を代位・補充する位置を占めていた。
明治末期以降の日本資本主義の課題は，この欠落した部分を埋めることにあり，その方向
に沿った生産手段生産主導型の経済発展への推転（＝この時点での「産業構造の高度化」）
を達成することにあった。また，この推転は，当然，機械部門をはじめとする生産手段生
産部門において，広汎な大企業，中小企業の参入とともに．平均企業規模の大規模化と零
の独立性が乏しいことである。 （加藤誠一『中小企業の国際比較」東洋経済新報
社， 1967,66, 158ペー 9ジ）・全体として1930年代初頭の準戦時体制下に明確に検出
しうるようになったかかる中小企業の日本的特質は， 1920年代の中小企業問題の
展開の帰結として把えられよう。
14)イギリス鉄鋼業における19憔紀末から20l!t紀初頭の「集中運動の中核」は，「大
製鋼企業と機械・造船部門との大規模な統合」にあったといわれる（高橋哲雄『
イギリス鉄鋼独占の研究」ミネルヴァ帯房， 1967,46ペー ジ）。また， ドイツにお
いても，鉄道業の発達を媒介にして，鉄鋼業とともに機械工業が19世紀後半に形
成され，重工業独占の産業基盤の形成に寄与した（例えば；大島隆雄「ドイツ機
械工業の形成過程」，河野健ニ・飯沼二郎「世界資本主義の形成」岩波書店，1967
参照）。
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細企業の淘汰をも予定するものであった。
日露戦後の1909年と第1次大戦開始時の1904年を比較した数字（第1表）によれば，生
第1表 工業全体と機械器具業の1909~14年の趨勢
d a b/a d/b c/b d/c 
工業総括統計 172.3 ! 98.2 122.8 142.9 166.3 85.9 
機械器具業 254. 6 119. 2 133.4 160.1 289.9 76.6 
同上（造船を除く） 374.7 117.1 146.7 218.1 569.7 38.3 
注 1. a=工場数， b=職工数， C =, 滋動機馬力数， d=生産額（品目別）
2. 始点を100とする指数。以下，年次間の趨勢を示す数字については同様。
3. 生産額の上昇率と「工場統計表」の諸項目（工場数，職工数，電動機馬力数）
との関係式は， d b d =ax-xー で示されうる。また・・----,-d C d a b b―b C X である。この表
は，かかる視点から作成した。
4. 造船業は機械器具業のなかで大きなウェイトを占めており（例えば， 1909年の
品目別生産額の41.0%), その動向が斯業全体の動向に大きな影響を及ぼす。運
輸手段生産業たる造船業を除いた数値をも掲げるゆえんであるd
5. 工業総括統計は「工業統計50年史.I』，その他は名大調査室資料より算出。
産額の上昇率は，工業全体の 1.7倍に対し，機械器具業では 2.5倍（造船を除くと3.7倍）
の急伸をみている。 しかるに， この生産額の上昇を要因別にみると， 工場数， 工場規模
（以下とくに断らないかぎり b/aをもって工場規模とする），労働生産性（便宜上， d/b 
をもって労働生産性と考える。以下同様）についてもまた，工業全体よりも急速な上昇が
みられる。しかも，労働生産性の伸びは，電動機1馬力当り生産額の低下を補ってあまり
ある職工1人当り電動機馬力数の急増によって惹起されたのである。いずれにしても，こ
れらの指数の急上昇は，いうまでもなく，機械器具業の工場制機械生産としての急速な発
展を示すものであり，上記の大，中小の新規参入企業の増大と，全体としての規模拡大を
明示している。
しかしながら，この方向への推転が第1次大戦とその後の反動恐慌期をつうじて，一貫
して促進されていったわけではない。例えば，藤田敬三氏は， 1次製品部門と 2次加工部
門との発展のアンバランスを指摘し， 後者において， 中小企業の存在領城を見出してい
る15)。また，尾城太郎丸氏は， この時期に産業諸部門間の再生産的連関の「結節点」と
15)藤田敬三，前掲書320-321ペー ジ。
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しての役割を中小工業が果すようになったことに注目している 16)。この「結節点」こそ，
生産手段生産部門における 2次加工部門であり，なかんずく本稿で検討対象とする機械工
業がその位置を占めるのであるが，このような見方は，我が国における両部門の再生産的
連関の形成・展開の跛行性に着目し，そのなかに中小企業の存立基盤の一つを見出したも
のといえよう。
とはいえ，このことからして，日露戦後の時期に，先にみたごとき「産業構造の高度化」
に向っての促迫が顕著に存在した事実をも軽規するわけにはいかない。むしろ，このよう
な促迫を確認することによってこそ，その後の再生産的連関の跛行的発展の問題性を摘出
することができよう。その意味で，ある論者が1900年代初頭から第1次大戦直前の時期に
ついて「蓄積のパターンが『横への拡大」から『縦への拡大」に転じた」ことを指摘し，
「投資財，中間財（重・化）市場の急激な伸張」に注意を向けている 17)ことは注目され
る。
1l. 1920年代の機械工業の趨勢と規模別分布
本稿で用いている『工場統計表」からの数値は先に触れたように，機械器具業にかんす
るかぎり， 名大調査室資料において再分類・再集計された数値によっている。 したがっ
て，ここでは，具体的分析に入る前に，この資料の性格と，これを機械器具業の分析に利
用する場合の問題点について一言しておきたい。
この資料は，資料所収の論文「『工場統計表』の利用＝分析基準一ー「大正期』日本資
本主義の構造分析の準備作業一ー」によれば， 1909年から1934年にわたる日本資本主義の
16)尾城太郎丸，前掲書115-116ペー ジ。
17)粕谷信次「日本資本主義の『中小企業問題J序説」（東京大学「経済学研究』 No.
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12, 1969年2月） 20ページ。この論稿においては，この発展パターンの転化が大
資本セクターとともに，中小資本セクターの急速な拡大を尊き出した， との指摘
が見出される。しかし， とくに第1次大戦後の時期については，この発展パター
ンの挫折を説くに急であり，中小企業の従来の市場的存立条件（輸出・消費財市
場）の喪失をもって，「『中小企業」の過剰資本化ないし相対的過剰人口化」をみ
ている。このような傾向の深化については否定しえないものの， それとともに
1920年代においては， とくに「投資財」部門において，・下層集中的な中小企業が
群生しており，この事実にも着目するとすれば，むしろ，新たな発展パターンの
跛行的な進行のなかに，中小企業の新たな存在領域が形成されていったことにも
目を向けるべきであろう。
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再生産構造の動態分析のための準備作業として作成された。そのために，この資料では，
1909, 14, 19, 24, 29, 34の各年次について，「工場統計表」の小分類・細分類が2部門
分割の視点から再分類・再集計されている。
ところで．この資料では上記の各年次のデータが表示されているのであるが，このよう
() 
な5年間隔の特定年次の数値ではデータが各年次の特殊な経済事情によって大きく左右さ
れることになるため，時系列研究にとっては大きな難点が生じうる。もちろん．これらの
各年次以外の「工場統計表」は，職工5~10人の工場を調査対象からはずしており，統計
・データの一貫性を保つには， 5年間隔のデータの利用もやむをえない措置と考えられる。
したがって以下の分析では，この欠点を補うために，各年次の特殊な経済事情を能うかぎ
り考慮に入れていく必要があろう。
しかるに，さらに，この資料での再分類にもとづく集計数値を用いて機械器具業の分析
を行うに際しては， 少くとも次の2つの点に留意すべきであろう。第1に． この資料で
は，機械器具業の小分類のうち．第2部門に入れられているのは，光学機械・楽器類のみ
であり，機械器具業にしめるその比重はきわめて小さい。したがって本稿では機械器具業
内部での2部門分割を無視し，一括して計上することにした。第2に，「工場統計表」で
は，金属品製造業が機械器具業のなかに含められているが，この資料では．金属品製造業
のほとんどが金属業のなかに入れられている。そのため．機械器具業の合計は， 「工場統
計表」にもとづく他の諸資料において計上されている合計より低くなっていることにも注
意すべきであろう。
さて， 1920年代の分析に際しては．これに直接先行する時期である第1次大戦中の日本
経済の急膨張が斯業に及ぼした影響について，一瞥しておく必要がある。第1次大戦中の
工業全体および機械器具業の趨勢は第2表のとうりである。これをみると．戦争プームに
煽られ工業生産は一挙に5倍（物価の上昇分をデフレートすればかなり低くなるが）に急
増したが，かかる生産の伸びは，工場数，工場規模，労働生産性，職工1人当り電動機馬
カ数，電動機1馬力当り生産額，といった項目での上昇にささえられていた。工業全体の
このような急成長は，英米の紡績機械輸出禁止といったように，海外の機械設備の輸入の
上で生じた困難もあり 18), 同表にみるような機械器具業の発展を促した。そのような事
18)他面では， 1917年8月の米国の鉄鋼輸出禁止といったような資材面での困難とと
もに，機械輸入の面で生じた困難は，工業全体での固定資本の本格的更新を制約
する一因となったことも否めない。
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態のなかで，機械工業のなかでもとくにその立ち遅れが強調されたエ作機械のイギリスを
含むョーロッパ向け輸出（ほとんどが旋盤）さえ行われるに至った19)。 しかし， ここで
注意すべきことは，造船を除く機械器具業でみるなら，先の諸指標のうち工場数以外につ
いては工業全体の伸び率に遠く及ばないのみならず，＇工場規模，労働生産性，職工 1人当
り電動機馬力数のいずれも第1表の 1909-14年の伸び率を大きく下回っていることであ
る。このことは，斯業の発展が工場規模の増大よりもむしろ新参入企業の増大に依存して
いたことを示すとともに，さらにまた，労働生産性の増大．で生産額を増大させるよりも設
備の不足を労働籠の増加（この間の職工数の増加は約2.2倍であるのに対し，工業全体の
伸び率．および1909-14年の造船を除く機械器具業の伸び率はいずれも約1.7倍である。
このような労働人員の増加の他に時間外労働の続行等による労働量の増加も寄するところ
大である）で補う． といった傾向がより顕著であることをも示すと考えられる。すなわ
ち，職工1人当り電動機馬力数は工業全体についても1909-14年よりもはるかに低い上昇
率を示しており，機械器具業（造船を除く）ではほとんど横ばいになっているのである
が．このような事態は，労働生産性の一定の上昇を示す第2表の数値が新しい電動力設備
第2表 工業全体と機械器具業の1914~19年の趨勢
・工業総括統計
機械器具業
同上（造船を除く）
I d I a 
502. 0 139. 0 
647.2 190.8 
398. 1 I 189. o 
b/a 
122.7 
131. 5 
115. 3 
d/b・J c/b 
294. 4 139. 8 
258. 0 133. 2 
182. 9 . 106. 7 
注 1. a =工場数'.b=職工数• c=電動機馬力数， d= 生産額• （品目別）
2. 第1表（注2~5)を参照。
d/c 
210.7 
193.7 
171. 3 
の導入による労働の節約をあらわすものでは決してなく．この労働生産性の上昇がむしろ
単位生産額当りの電動機馬力数の節約によって惹起されている，ということを示すもので
ある。以上のことを考え合わすなら，この期の工業全体の生産額の急増は，生産手段生産
部門の発展に主導された固定資本の本格的な更新過程を惹き起こすに至るものではなく，
戦争の早期終結を恐れる警戒心にまとわれつつ，目先の高利潤ど注文増に誘発された偶発
19)この時期を除くと， ョーロッパ向けのエ作機械の輸出経験は，第・2次大戦後1950
年代末まで， ほとんどその例をみなかった。加藤博男「エ作機械業の構造と課
題」（有沢広已編集『現代日本産業講座.VI」岩波書店,1960) 330ペー ジ。
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的プームとしての性格を強くもっていた．と推定される 20)。
かくして．明治末期における独占段階への早熟的転化にともない日本資本主義に課され
た課題（＝この期における「産業構造の高度化」）は， 第1次大戦中のプームを経た1920
年代の時期にもちこされる。しかし，結果からみれば，後述の機械器具工業の趨勢におい
ても明らかなように， 日本資本主義は，この期においても右の課題解決への本格的推転を
成し遂げえなかった0 1920年代の日本経済が産業構造の抜本的な変化を蒙ることなく経過
したことについて． その社会経済的要因を分析することは本稿の意図するところではな
い。しかしここで一言するなら，独占資本主義の技術的基盤の形成（重工業化）という課
題を遂行するためには，当時のわが国についてみれば，対外的には技術と最新鋭機械の大
々的導入，およびその条件としての資本導入が必要であり，国内的には，群生する地方資
本（これはしばしば．産業資本家・地方銀行•寄生地主の「三位一体」として存在した）
等の小零細資本の整理・淘汰をつうじての資本の集中が欠かせなかった。 20年代をつうじ
て幾度か試みられる為替レート維持策（それは窮局的には「金解禁」を志向していた）と
これに対応する財政緊縮策は上の事情を背景として試みられたと考えられる。にもかかわ
らず．この試みは，それが克服しようとした社会経済上の諸問題の根深さのゆえに挫折す
ることになる。 20年代の相次ぐ恐慌のなかでとられた救済融資策は．問題の根深さととも
に，この試みの挫折をも示していたといえよう。しかるに，この救済融資策のなかで，ゎ
が国の中小企業問題への関心がひろまった，ということは注目に価する。
1919..:..29年の工業全体と機械器具業の趨勢については，第3表がこれを示している。こ
第3表 工業全体と機械器具業の1919~29年の趨勢
I d I a b/a d/b j c/b 
工業総括統計 112. 3 136.0 83.2 99.3 325.5 
機 械 器 具 業 101. 0 151. 7 66. 8 99. 6 647. 2 
同上（造船を除く） 173.9 156.1 81. 6 136. 6 345. 1 
製造加工用機械器具類 114.3 114.0 72. 5 138. 4 108. 2 
電動機発電機類等 178.41 167.5 66. 9 . 159. 1 485. 1 
注 1. a=・ 工場数， b=職工数， C=電動機馬力数， d=生産額（品目別）
2. 第1表（注2~5)を参照。
d/c 
30.5 
15.4 
39.6 
127.9 
32.8 
20)中村静治氏はかつて， 第1次大戦中の「重工業の著大な発展」について述べ，「．
このことこそ，我国工業の当時の発展段階に於ける当然の帰結と，戦争という要
因が恰も一致して，これに拍車したのによる」（『日本工業論」ダイヤモンド社，
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れでみると，まず工業全体では，生産額は微増でしかない。しかるに，この生産額の微増
は専ら工場数の増大によっており・労働生産性はほぼ横ばい状態，工場規模は小規模化の
傾向にある（第3表の職工数でみた工場規模の83.2のみならず， 生産規模=d/aも82.7
と低下している）。 しかも， 労働生産性の横ばい状態にもかかわらず，職工1人当り電動
機馬力数は約3.3倍と急増している。このことから．この期の工業全体の趨勢について，
相次ぐ恐慌のなかで生産は停滞状態にありながらも，電動力の導入21)により小規模化を
ともなう労働合理化が進行した，といった特徴づけが可能になろう。
このような工業全体の趨勢は，機械器具業（造船をふくむ）においては，•もっと顕著に
あらわれているけれども，造船を除いてこれをみると，数値の上に微妙な差異がある。ず
なわち，工場数，工場規模，職工1入当り電動機馬力数については同様の傾向がみられる
ものの，生産額については 173.9とかなり大幅な伸びがみられる。そのことからして労働
生産性についても136.6の上昇がみられ，生産規模も111.4と微増している。ただし，その
うち生産規模については， 1工場当り生産額の絶対値は1929年でも12万7,000余円であり，
工業全体の13万余円に比しても小さく，職工規模の縮小傾向と合わせて，工場の小規模性
を示す点には変わりない。したがって工業全体（ないしは造船業をふくむ機械器具業）と
比較した場合に，造船業を除く機械器具業のもつ特異性は，生産額と労働生産性の上昇傾
向に表現されることになる。しかるに，このことは斯業における一定の上向的発展を示し
ているのであるが， そのような上向的発展は先にみた日本資本主義の「産業構造上の要
請」からして，この期における再生産構造上の「結節点」としての斯業の役割の増大と結
びついていた。しかし，斯業においては労働合理化が労働生産性の上昇として結実したと
はいえ，あくまでも工業全体の場合と同じく，そのような労働合理化が小規模工場下での，
電動力の導入22)に依存していたのであって， このような上向的発展も斯業での大規模生
1943, 96ページ）との指摘を行なっている。 日露戦後の日本工業の「発展段階」
については，先にも述べたように正当な評価がなされるべきであるけれども，こ
こではこのような発展方向が第1次大戦期に直線的に進行したわけではないこと
を指摘しておきたい。
21)伊東岱吉氏は，「マルクスは…1つの蒸気機関の周囲に， 動力が集る姿を描いて
いるが， 蒸気機関は大規模でなければ能率的でなく， まとまった資力がなけれ
ば，小経営は動力化出来ない。電動力は，かかる阻止条件を一変する。」と述べ，
「電動力の普及により小資本で動力化が可能となり，機械の尊入も可能となる」
ことを指摘している。伊東岱吉，前掲論文42ペー ジ。
22)機械器具業（造船を含む）において原動機馬力数のうち電動機のしめる割合は，
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産の進展を呼び起こしたわけではない，ということが注目される。
ところで，このような機械器具業の上向的発展の跛行的な性格は，これを品且別にみる
ばあいにも検出しうる。製造加工用機械器具類と原動機発電機等にかぎって23)品目別に
上記の趨勢をみると，原動機発電機等については，先の機械器具類（造船を除く）にみら
れる傾向が強められた形であらわれている。しかるに製造加工用機械器具類では，第1次
大戦中の著増24)の後とはいえ，生産額はせいぜい工業全体と歩調を合わす程度であり，
職工数，原動機馬力数ともそれぞれ82.6,89.4と減少しており，工場数についても微増で
しかない。要するに工業全体での電動力導入の動向に支えられた原動機部門の上向が機械
器具業の発展傾向を端的に表現しており，作業機の生産を主とする製造加工用機械器具類
は第1次大戦中の電動機の大々的導入に依拠して小規模化のなかでの労働生産性の上昇に
寄与したものの，生産の絶対類の上昇には寄するところがなかった，といえる。このよう
に品目別趨勢でみても電動機の導入による小規模生産下での労働合理化というこの期のエ
業発展の一般的特徴を検出しうるのであるが，それとともにここではまた，原動機部門に
偏した生産の機械体系の発展がみられ， 作業機の発展が抑制されていた25)ことが注目さ
れる。
1909年と1919年の機械器具業の品目別構成の比較は，第4表にみるとうりであるが，こ
1909年40.0%,1914年63.2鍬 1919年命.0鍬 1924年62.3鍬 1929年97.2彩，
1934年91.6彩であり（名大調査室資料より算出）， 1909~14年の間と 1924~29年
の間に著しく比重が増大している。また，電動機が他の原動機にほぽ全面的にと
ってかわるのは， 1920年代末である。
23)名大調査室資料で再分類されている諸品目は，機械器具業では第4表にみるとう
りであるが，この2品目以外の製品は運搬手段，軍需品であり，生産の機械体系
を構成するものとしての性格が稀薄である。
24)第1次大戦中 (1914~19年）の同品目の各項目の伸び率は， 工場数 1.9倍，職工
数3.0倍，電動機馬力数12.3倍，品目別生産額11.6倍であった。
25)機械工業の発展が「生産種目上体系的でな」 ＜，「原動機工業と作業機工業とが
跛行的に発展し」たことに特別の注意を向けたのは豊崎稔氏である （『日本経済
環減工業」科学主義工業社， 1940,95ページ，および＼コ日本機械工業の基礎構
造」日本評論社， 1941,36~7, 40, 52~4ペー ジ）。 この原動機部門の先行的発展
はいうまでもなく，電動機の大々的蒋入による水力原動機の増加にもとづいてお
り，そのことからその発展は電気機械工業の発達とむすびついていた。それとと
もに．蒸気機関・ディーゼル機関の発達は， とくに第1次大戦中については．造
船業の発達に、もとづいていた。
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第4表、機械器具業の品目別構成比
~ 工場数 職工数 電動機馬力数1919 1929 1919 1929 1919 1929 
原動機発電機類等 14. 9 16. 4 14.7 16.3 20.7 17.1 
製造加工用機械器具類 44.2 33.2 20.7 16.8 22.5 3.1 
銃砲弾丸兵器類 0.6 0. 7 1.0 3.0 0. 7 1. 2 
車 輌 類 13.1 13. 7 10.4 13.1 7.5 5.4 
造 船 9.7 7.2 41.4 26.4 42.2 61. 3 
航 空 機 0.3 2.1 0.5 
度量衡器・計器類その他 15. 4 26. 9 9.9 20.4 6.0 11.1 
光学器機・楽器類 2.1 1. 7 1. 9 1. 9 0.4 9,3 
品目別生産額
1919 1929 
1. 8* 20. 8 
10. 6* 12. 0 
0.3 2. 7 
9.4 22.5 
46.5 7.9 
0.1 1. 2 
7.9 31. 5 
1.1 1. 3 
注 1. *は原動機発電機類等および製造加工用機械器具類の両方にまたがり分類不可
能のもの12.3彩を1.s:10. 6の割合で比例配分するとそれぞれ18.3,16.4になる。
2. 名大調査室資料により算出。
れでみても．原動機発電機類等が工場数．職工数，品目別生産額の各項目において比重を
高め（電動機馬力数については低下しているが．造船業を除く構成比では35.8彩から44.2
彩へと増大している），この期の機械器具業の発展に大きな役割を果した。また， 製造加
工用機械器具類の比重は，他の項目に比して工場数の比重が圧倒的に高く．この品目が斯
業の小規模性を端的にあらわす，ということを示している26)。
1920年代における斯業中小企業問題の進展の 1つの局面は，先にみたように，斯業の一
定の発展のなかでの平均工場規模の小規模化に見出しえよう。しかし，この平均工場規模
の低下傾向のみでは一般的な小規模化については語りえても，それ自体では，この期の中
小企業問題がどのような形で進展したか， という点についての数量的指標とはなりえな
い。したがって，第5表の規模別構成の推移と合わせて考察する必要があろう。この表に
よると，機械器具業（造船を除く）でみると．工場数，職工数では最小規模工場層（職工
数5~9人）でのみ構成比が増大している（職工数構成比において職工数10~29人， 30~
99人の各規模層で増大がみられるが．この増大はいずれも 0.1彩であり，ほぼ不変といえ
る）。このような傾向は工業全体の規模別構成においても看取しうるところであるが，最
小規模層の構成比の増大は機械器具業の方が．より顕著である。
26)例えば，製造加工用機械器具類の 1工場当り職工数は， 1919年に25.1,1929年に
18.2であり，斯業の平均（造船業を除く）の34.9,28.5よりはるかに低い。
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第5表 規模別分布の推移
機械器具業（造船を除く） 工業総括統計
I I 3 
三項目年次 I 5~9 rn~ so~咆 竺 1,000 10~ 30~ 100 500 1 000 5~9 ~~' 
29 99 499 999 以上 29 99 499 999 以上
1909 56. 2 31. 1 9. 7 2. 7 0. 2 ゜52.0 33.4 10.7 3.4 0.3 0.2 工 1914 54.0 32.3 9.7 3.4 0.4 0.3 46.2 36.4 13.1 3.6 0.4 0.3 
1919 46.136.112.5 4.3 0.6 0.4 45.7 35.6 13.5 4.3 0.5 0.4 
場 1924 48.9 33.3 12.3 4.1 0.8 0.6 48.5 33.8 12.6 4.0 0.6 0.5 
1929 56. 3 28. 7 1. 1 3. 1 0. 4 0.4 55. 5 28. 9 11. 2 3. 6 0. 5 0.3, 
数 1934 53. 3 31. 9 1. 1 3. 0 0. 4 0.4 56.5 29.110. 7 3.1 0.4 0.3 
1909 17.3 24.2 23.4 27.7 7.3 ゜13. 8 21. 4 21. 8 22. 4 7. 0 13. 7 職 1914 11. 4 16. 8 16. 2 21. 7 8. 4 25. 5 10.4 20:0 22.0 22.4 8.5 16.7 
1919 8. 5 16. 2 18. 9 23. 0 1. 6 22. 0 8.7 16.0 19.9 23.3 9.2 22.3 
工 1924 8. 4 14. 3 16. 0 21. 6 13. 2 26. 5 8.714.817.2 21.810.3 27.2 
1929 1. 6 16. 3 19. 0 22. 3 10. 4 20. 4 10. 9 15. 2 18. 6 23. 8 11. 2 20. 3 
数 1934 10.4 16.9 17.9 19.3 9.1 26.3 1. 8 17. 3 19. 6 22. 0 10. 7 18. 6 
電 1909 6. 0 7. 7 12. 6 45. 4 28. 2 . 0 
動 1914 2.1 4.2 8.8 8.8 3.9 72.1 
機 1919 6.8 16.9 9.8 20.1 9.0 37.4 馬
力 1929 2.6 3.4 7.5 36.5 13. 7 36.3 
数 1934 4.3 7.2 12.4 17.7 13. 7 44.7 
生 1929 6.0 9.4 15.8 26.8 12.2 29.8 
畠 1934 4.5 10.4 14.7 29.5 12.3 28.1 
注 1. 生産額は業種別生産額で， 1929年以降しか利用しえない。また，電動機馬力数
も1924年には規模別の数値はない。
2. 工場規模は雇用職工数によって分類。
3. 名大調査室資料より算出。工業総括統計については，工場数，職工数のみを掲
げる（出所は， 1934年以外は，尾城太郎丸，前掲書120,126ペー ジ）。
これらの数値から推定しうるところは，平均工場規模の低下傾向は，おもに，職工数5
~9人の最小規模工場数の増大によって惹き起こされたものである，ということである。
このことは，第6表の 1919~29年の工場数と職工数の伸び率においても， 5~9人の規
模層でのみ著増していることで示される。ただし， 1,000人以上の最大規模層で職工数が
118. 0と微増であるのに，工場数が150.027)とかなりの増大を示しているが， これは平均J 
27)最大規模層の工場数は1919年の12から， 1929年には18に増大している。なおこの間
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第6表 1919~29年の機械器具業（造船を除く）の規模別趨勢
~5~9 10~29 30~99 100~499 500~999 1, 000以上合計
工 場 数 190.4 124.0 138.5 114.2 116. 7 150.0 156.1 
職 工 数 173.7 128.5 128.6 123.2 114.6 118.0 127.3 
電動機馬力数 169.4 87.7 338.3 795.7 668.2 426.6 439.3 
注 1. 1919年を100とする絶対値の指数。
2. 名大調査室資料より算出。
工場規模を低下させる上で最小規模層の増大が果した役割に，追加的な効果を及ぼしたと
いえよう。・
ところで，藤田敬三氏は，周知の大阪市大正区の機械器具下請工場の実態調査のなかで
工場主規模別出身表を掲げている。これは1.937年の調査であり，準戦時体制下での下請制
度の展開過程に行われたものであるが，それによると，職工30人未満の規模では「同種エ
業労務者より独立」したものが約80%と大部分をしめている 28)。また，尾城太郎丸氏は，
第1次大戦期以来，機械部門において万能的な一貫生産方式の分解にともない，技能労働
者が大工場（親工場）より離脱し新規の企業を設立する形を標準形態として摘出し， 1920
年代に「機械・金属部門の大企業より大量に解雇された失業労働者の少なからぬ部分が．
かかる形態で吸収されてゆくことによって本格的な下請制工業の展開につながる」ことを
指摘している29)。このような新規企業が受注面，設備面での大工場への依存関係を直接，
に，あるいは機械商を介して間接的に強いられることは想像に難くない。このような視点
からすれば，下請制度の膨大なすそ野（最底辺部分）をなす小・零細工場の群生がすでに
この期の5~9人規模の小工場の著増のなかに検出しうる，といえよう。
このように工場数，職工数では最小規模層の増大が顕著であるのに対し，電動機馬力数
では職工数10,:.,49人， 500~999人の規模層で構成比の増大がみられる。このことから
すると，前述の電動力導入による小規模下での労働合理化という斯業の一般的動向は，電
動力導入にかんする限り，中位規模層（そのうちでも相対的に大規模な部分）での規模の
増大をともなわない電動機馬力数の増大が代表していた． ということになる。最大規模
(1,000人以上）工場での職工数，電動機馬力数の構成比の低下傾向を考え合わすと，こ
1924年には21工場に達していた。
28)藤田敬三，前掲書73ペー ジ。
29)尾城太郎丸，前掲書101ペー ジ。
114 
1920年代の機械工業と中小企業問題（安喜） I IS 
のことは，中位規模と最大規模部分との規模格差が縮小し，両規模間の連続性がより強ま
ったことを示す。なお， 5~10人の規模層では 1工場当り電動機馬力数の低下傾向がみら
れるが，これを電動機台数でみると，むしろこの間に1工場当り 1台のラインを越えてお
り (1919年の 0.7台から1929年には1.1台になっている），小・零細規模層の工場数の増大
が電動力導入のプロセスと並行している事実には変わりがない。
要するに以上の規模別分布の分析が示すところは，斯業においてこの期に，一方では10
人未満の小・零細工場数が著増したのに対して，他方では，最大規模層での平均規模の縮
小化，および職工数100~999人の規模層での電動機馬力数構成比の増大がみられる，とい
うことである。しかるに，最底辺部分の群生，および上層部分と中位層の連続性というこ
の2つの特徴は，これに続く時期に本格的な展開をみる下請関係 (1社専属の場合が多く
しかも頂点から最底辺までの下請・再下請・再々下請…といった重層的性格をもつ）とと
もに，斯業の中小企業問題の日本的特質をなすものである。
ところで，規模別分布をさらに原動機発電機類等と製造加工用機械器具類の 2品目に限
って品目別にみる（第7表）と，ここでもまた，両品目とも，工場数と職工数では最小規
模層で構成比が増大している。他の規模階層にぉいて散在する若千の構成比の増大もこの
最小規模層での大幅な増大には及ばない。また，電動機馬力数でも両品目とも100~499人
規模の中位層に集中して構成比の増大がみられ，ここでも機械器具業一般の傾向との類似
性を見出しうる。
第7表 原動機発電機類および製造加工用機械器具類の規模別分布
原動機発電機類等 製造加ェ用機械器具類
10~ 30~ 100 500 1,000 10~ 30~ 100 500 1,000 
5~9 29 99 -― ——— 以上 5~9 29 99 . —~ -・ 以上
499 999 499 999 
工 1919 3. 7 40. 8 14. 9 8. 7 1. 3 0.6 50.5 35.3 10.9 2.9 0.2 0.2 
場 1929 数 56.3 28.0 10.7 3.8 0.6 0.7 62.6 25.8 9.5 2.0 0.1 0.1 
職 119191 4.2 12.5 14.130.216.6 22.4 12. 7 21. 6 2. 9 19. 2 5. 2 18. 4 
工 1929 9.5 12.9 14.5 24.2 9.9 29.0 19.9 22.3 25.5 22.5 4.9 5.0 数
電馬 ・I1919 1. 4 34. 2 5. 5 14. 4 14. 2 20. 3 4.6 7.6 10.5 19.5 2.4 55.3 認 1929 0. 9 1.1 2. 5 34. 6 7.1 53. 7 12.7 13.1 20.5 44.7 4.6 4.4 
生産額119291 4.2 8.113.9 30.7 9.1 34.1 12.6 22.0 34.4 25.0 2.2 3.8 
注 1. 生産額は業種別生産額。
2. 名大調査室資料より算出。
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IV. 日露戦争後25年間にわたる長期趨勢とそのなかての変動
ここでは，日露戦後の1909年から準戦時体制突入期の1934年に至る25年間について，そ
の間の長期的な趨勢，およびその内部で5年毎のインターバルをとった場合の諸変動を検
討し，前節の分析を補っていきたい。
まず， 25年間の長期趨勢は第8表で示される。これによると，工業全体では生産額の伸
び率は1.8倍であり，これに応じて，工場規模の横ばい状態にもかかわらず工場数，労働
第8表 工業全体と機械器具業の1909~34年の長期趨勢
I・b I a b/a d/b I c/b d/c 
工業総括統計 1. 76 2. 49 1.11 4. 48 5. 82 0. 73 
機械器具業 26. 40 5. 98 1. 12 3. 94 5. 32 . 0. 74 
同上（造船を除く） 42. 34・ 6. 16 1. 46 4. 70 9. 42 0. 50 
注 1. a=工場数， b=職工数， C=電動機馬力数， d=生産額（品目別）
2. 1934年の数値の1909年に対する倍率。
3. 出所は第1表と同じ。
生産性，職エ1人当り電動機馬力数はそれぞれ2.5倍， 4.5倍， 5.8倍の増加を示している。
このような数値からして工業全体の一般的な上向傾向をみることができる。しかるに，機
械器具業（造船を除く）の長期趨勢では生産額は42.3倍と著増しており，そのことから，
工場数工場規模，労働生産性，職エ1人当り電動機馬力数のいずれにおいても，実数で
みた場合の始点の数値が低いとはいうものの工業全体を上回る伸び率を示している。
斯業での諸指標のこのような著しい伸びは，第9表でみるように，消費資料生産部門に
対して生産手段生産部門の構成比が上昇する過程と結びついているのであって，そのかぎ
りでは生産手段生産部門の「優位的」発展の一環としての斯業の発展を指摘することもで
きよう。もちろん，ここでいう「優位的」発展は，この期の国内市場の拡大要因として，
生産手段生産が主導的な．位置をしめていた，ということを必らずしも意味しない。同表が
示すように， 1934年に至ってもなお両部門の構成比は38%対62彩と消費資料生産部門が優
位であり， 25年間の長期趨勢でみた国内市場の絶対的大きさの拡大に対する両部門の寄与
率は，生産手段生産部門が40.3彩，消費資料生産部門は59.7彩となっている30)。
30)寄与率は， 名大調査室資料の数値を用いて， (1934年の当該部門の生産額ー1909
116 
I 
生
産
手．
段
生
産
部
門
消
費
資
料
生
産
部門
1920年代の機械工業と中小企業問題（安喜）
第 9表 品目別生産額の業種別構成比
I 1909 1914 1919 1924 
金 屈 3.5 4.5 6.0 5.2 
機械器具 5.1 7.6 9.7 6.8 
窯 業 2.4 1. 7 2.1 1.5 
化 ,,_ 子 4.0 5.0 5.2 4.9 
ガス・電気 ＊ 1. 8 1.0 1. 7 
小 計 I 15.0 20.6 24.0 20.1 
紡 績 49.5 45.6 49.9 45.9 
金 属 0.7 0.9 0.9 0.7 
機械器具 0.1 0.1 0.1 0.2 
窯 業 1.0 1.0 1.1 1. 4 
化 学 6.7 7.3 5.9 6.5 
食 料 品
! 
18.5 16.1 10.8 16.9 
製材製品• 印刷
製本その他 8.6 8.3 7.2 8.4 
小 計 I 85.l 79.3 75.9 80.0 
I I 7 
1929 1934 
8.6 15.4 
9.2 1. 7 
1. 8 1. 5 
7.5 9.1 
＊ 0.3 
27.1 38.0 
41. 4 33.9 
0.8 0.8 
0.1 0.2 
1.1 1. 1 
6.4 5.8 
14. 7 1. 5 
8.4 8.5 
72.9 61. 8 
注 1. 両部門への分類は名大調査室資料による。＊は記載なし。
2. 名大調査室資料により算出。
ところで，第8表の長期趨勢にかんする諸数値は，各項目での上昇率の不均等性をも示
している。全体に機械器具業での伸び率の方が大であるとはいうものの，工業全体でも機
械器具業でも， 生産額の増大に大きな役割を果しているのは，．工場数と労働生産性であ
り，工場規模の伸びは最も低位にある。さらに，労働生産性の伸びにあずかって力があっ
たのは職工1人当り電動機馬力数であり，電動機1馬力当り生産額はむしろ低下傾向にあ
ったことを知りうる。かくして， 1920年代の工業発展の特徴として検出された電動力の導
入による小工場規模状態下での労働合理化という傾向は，長期趨勢においても見出しうる
のであり，このような傾向が時期によって程度の差はあるとしても，第2次大戦前のわが
国独占資本主義の下での工業発展の一般的特徴をなしていた，といえよう。しかも，同表
の工業総括統計と機械器具業の諸数値を比較したばあいのとくに目立った相違は機械器具
業での工場数の 6倍余の著増である点を考慮に入れるなら，かかる一般的特徴が斯業にお
年の当該部門の生産額）+(1934年の工業総生産額ー1909年の工業総生産額）XlOO 
によって算出した。
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いては加重化されてあらわれている，といえよう。
もちろん，そういったことがそのまま，この平均工場規模の小規模性が先に1920年代に
ついてみたように最小規模層の工場数もしくは職工数の構成比の上向といった明確な表現
をとったことを意味するわけではない。第5表でもみられるように，むしろ，長期趨勢で
は各項目とも集中化傾向が明らかにみられる。ただここでの問題は，このような集中傾向
が日露戦争後の日本資本主義の発展パターンの変様期においてもドラスチックな形をとる
ことなく緩慢に進行しており，他面での小規模工場の群生をも伴うものであった（造船を
除く機械器具業の最小規模層の工場数は，この 25年間に800から 4,670になっている）こ
と， またその結果として平均工場規模の小規模性が克服されなかったことにある。 しか
も，その間には1920年代におけるように，比較的長期にわたって，集中化傾向が逆転させ
られ，最底辺層の群生が規模別構成比の数値にまで反映されることすらあったことが注目
されるのである。
しかるに，この25年の期間は，諸項目の数値の大きな上下運動を含んでおり， 1909年と
1934年の2年次のみをとった長期趨勢をもって，この期間の持続的傾向と考えることはで
きない。 5年間隔での趨勢を示す諸数値（第10表）でみると，職工数，生産額，工場規模
（生産規模でも職工規模でも）， 労働生産性の各項目については工業全体， 機械器具業の
第10表 機械器具業と工業全体の25年間の諸変動
I I a "b C d _¥ b/a c/a d/a c/b d/b d/c 
工 1909~14 98.2 120.6 200.6 172.3 122.8 204.3 175.5 166.3 142.9 85.9 
業 1914~19 139.0 170.5 238.3 502.0 122. 7 171. 4 361. 2 139. 8 294. 4 210. 7 
総 1919~24 110. 0 111. 0 172. 9 94. 6 100.9 157.2 86.0 155.8 85.2 54.7 括
統 1924~2I 9 123. 6 101. 9 212. 9 118. 7 82.4 172.2 96.0 208.9 116.5 55.8 
計 1929~34 134. 2 118. 6 91. 2 121. 1 88.4 68.0 90.2 76.9 102.1 132.8 
I'鉦 141I117.1171.8 978.7374.7・1船.7835.8320.0碑 .7218.1 38.3 
盃 1914~19 189. 0 218. 0 232. 7 398. 7 115. 3 123.1 211. 0 106. 7 182. 9 171. 3 
器船具を 1919~24 119. 0 127. 9 184. 1 102. 2 107. 5 154. 7 85. 9 143. 9 79. 9 55. 5 
業除 1924~29 131.2 99.6 238.6 170.1 75.9 181.9 129:6 239.6 170.8 71.3 
、＜., 1929~34 178. 3 188. 9 84. 8 163. 0 105. 9 47. 6 91. 4 44. 9 86. 3 192. 2 ， 
注 1. a=工場数， b=職工数， C=電動機馬力数， d=生産額（品目別）。
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2. それぞれ始点を100とする指数。・
3. 工業捨括徳計は「工業統計50年史第1巻』，機械器具業（造船を除く）は名大
調査室資料より算出。
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いずれにおいても1909~14年， 1914~19年の両期間に抜きんでた増大率を示しているので
あって．このことからして先の長期趨勢での一般的上向傾向がこの両期間に集中してあら
われたといえる。ところで， 1909~14年と1914~19年の両期間での上昇傾向は，工業全体
では1914~19年の第1次大戦中の方が顕著であり，機械器具業では日露戦争後の5年間の
方が顕著である31)。このことは，先述のように． 日露戦争後において産業構造高度化と
それに対応した機械工業の発展といった動向がみられながらも，大戦プームがこれを促迫
するに至らなかった，という事情を反映するものであろう。これに対し， 1919年以降の時
期をみると，工業全体では生産額と労働生産性の顕著な上昇期がみられないのに対し，機
械器具業においては生産額ではi924~29年， 1929~34年の両期間に．労働生産性では1924
~29年の期間に170前後の数値を示している。要するに， 長期趨勢での著しい上向傾向は
日露戦争後から第1次大戦終結時までの10年間の急上昇に帰しうるのであるが，この長期
趨勢を工業全体に対する機械器具業の先行的発展傾向という視点からみるなら，このよう
な傾向は， 1919年以降の工業全体の停滞傾向のなかでの斯業の上向的展開によって惹起さ
れた．といいえよう。
さらに同表で注目されるのは，各項目の伸び率が最低（もしくは低下率が最大）になる
5年間隔の期間が工場全体と機械工業で一致しでいるということである。すなわち，工場
数，生産額（および生産規模．労働生産性）の1919~24年，職工数（および工場規模）の
1924~29年，電動機馬力数（および1工場当電動機馬力数）の1929~34年がこのような時
期に当る。このうち,1919~24年の工場数，および生産額については，大戦プーム中の生
産の激増，および長期的見通しのない企業新設に対する反動であり，最気停滞を直接的に
反映するものと考えられる。また,1930~31年の全国的な「電力過剰時代」のなかで起っ
た1929~34年の電動機馬力数の低下についてみると．この間電動機台数は第11表のように
増大傾向にあり，馬力数の低下は電動機の稼動率の低下に起因していることがわかる。
これに対し， 1924~29年については，工場数，生産額，電動機馬力数とも程度の差はあ
れ増大しており，そのなかで，職工数の横ばい，もしくは減少が起っている。その結果，
工業全体においても，機械器具業においても. 1工場当電動機馬力数，および労働生産性
が増大したにもかかわらず，工場規模は縮小している。このようにみるなら， 1920年代後
31)機械器具業の生産額だけは，両期間ともほぼ同一の伸び率であるが，大戦プーム
の時期の物価上昇は激しく，これをデフレートすれば1909~14年の方が実質伸び
率は大になると考えうる。
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第11表 機械器具業の電動機台数増加率
1909~14 1914~19 1919~24 1924~29 1929~34 
機械器具業 358. 7 304.7 229.6 137.6 172.0 
同上（造船を除く） 589.4 253.7 203.9 '16. 3 186.4 
注 1. 名大調査室資料より算出。
半の職工数（および工場規模）の横ばい，ないし減少は，じつは，電動力の導入による小
規模化傾向化での労働合理化という特徴がこの期において顕著であることを示すものであ
った。しかもこの期においては機械器具業のみならず工業全体においても労働合理化の成
果が労働生産性の上昇としてあらわれているのである。
1920年代の前半は， 1920,22年の反動・再反動恐慌， 1923年の震災恐慌といった撹乱要
因に左右されており， したがってまたそこには工業発展の一定の類型を明確に検出するこ
とは困難である。これに対し， 1927年の金融恐慌を間にはさむ20年代後半の時期において
上記のような特徴が顕著に見出しうる，ということは，わが国の産業構造の展開とその下
での資本関係の展開について分析するばあいに．この期が特別の意義を有することを示唆
するものであろう。先に1~20年代の規模別分布の分析においてみた最下層工場の群生によ
る平均工場規模の低下という傾向についても，第5表にみるように，工場数，職工数のい
ずれについても，最小規模層への逆集中傾向は， 1924~29年の期間に顕著にあらわれてい
る。このことは，いうまでもなく，最底辺部分の群生というわが国中小企業問題の特性の
一面を表示するものであり，この方向への展開が1920年代後半に集中的にみられることは
注目される。
v. むすび
本稿では「工場統計表』に依拠しながら， 1920年代を中心に明治末期から昭和初期に至
る期間について，機械工業の長期趨勢を，工業全体の長期趨勢との関連で分析してきた。
しかし，本稿の分析は，この期の日本資本主義の再生産構造全体の具体的な分析に確固
とした足場をもってなされているわけではない。当時の再生産構造の変容については，第
I節において若干の検討をなしてはいるが，これも概観以上のものではない。この点につ
いては，名大調査室資料の編者たちの意図するような『工場統計表」の全面的分析の成果
によって裏付けられる必要がある。しかし，そのことは別にしても．本稿の分析がさらに
次のような限界をもっていることにも留意すべきであろう。
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まず， 『工場統計表」に限定された以上の分析においては，資本の態様の分析が欠如し
ているのであるが，この面ではさらに『会社統計表」の分析が合わせて試みられるべきで
あろう。中小企業問題が本来資本関係としての性格をもつものであるとすれば，工場レベ
ルでの分析にとどまりえないことは明らかである。また，中小企業問題は単に企業規模，
ないしは工場規模の小規模性の問題としてとらえられるべきではなく， 大企業ー中小企
業，独占資本一非独占資本の支配・被支配関係として把握されるべきであり，その意味か
らすれば，諸統計表の諸数値に分析の対象を限定すべきではなく，これらの数値に表現さ
れている企業活動の実態，ないしは企業間関係の実態についての一層の分析32)が必要と
される。
その上さらに，いうまでもなく『工場統計表」そのものが統計資料としての多くの欠陥
をもっている 33)のであって， なカメんずくこれを時系列として用いる場合，その限界性に
は十分な注意が払われるべきである。そのことは当然，本稿の分析に対しても一定の限界
性を付するものであろう。
このように本稿の分析はあくまでも工場単位での数量的把握ということからくる限界を
有しているけれども，なおかつ以上の分析からして斯業のこの期の発展にみられるいくつ
かの特徴が検出されえたと考える。「工場統計表』から導出された諸数値のもつインプリ
ケーションについては本稿の行間において指摘してきたが，ここではこの期の機械器具業
の発展について，中小企業問題との関連で以上の分析の要点を再述しておきたい。
1920年代以降わが国が本格的独占資本主義国として展開していくなかで機械器具業は再
生産構造上の「結節点」としてのその役割を増大させたにもかかわらず，斯業での大企業
32)藤田敬三，小宮山琢二両氏の先述の先駆的研究はこの方向でのものであるが，そ
の後の諸研究をもふくめていずれも1930年代以降の時期をその対象としている。
このことは資料面からの制約に起因するものと考えられる。すなわち，この方向
での研究に資しうる資料の刊行は，商工省「機械器具工業外註状況調』 (1936),
東京市社会局『東京市問屋制小工業調査』 (1937),東京市産業局「東京市小工業
調査書』 (1937),大阪市「大阪市工業経営調査書」 (1938),横浜市『横浜市下請
工業調査抄録」 (1939), および商工省の委嘱により 6大都市とその所在府県等で
行われた工業実態調査の刊行（調査年時はもっとも古い『東京市工業調査書」で
も1932~3年である）以降のことである。
33)名大調査室資料所収の前記論文，および日本統計研究所編『日本統計発達史』（東
京大学出版会,1960) 94~110ページを参照。
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の形成は部分的なものにとどまり，他方の極における膨大な中小・零細企業の参入により
斯業が中小企業の存在領域の 1つになる。再生産構造の変化と斯業の中小企業問題の展開
とにかんするこのような見地は， 『工場統計表」の数量的分析においても，機械器具業が
工業全体に対し優先的に発展していること，しかもそのような発展にもかかわらず，工業
全体以上に斯業での工場の小規模化がみられることによって確認しえた。総じて，この期
の工業生産の発展形態は電動力導入による小規模下での労働生産性の上昇としてあらわれ
ており．しかもこの傾向は機械工業においてとくに顕著であった，といいえよう。すなわ
ち，斯業が再生産構造上の「結節点」としての自己の役割を増大させるにつれて，そのゆ
えにこそ，斯業の技術水準の低さ，―市場の狭陵さ等とあいまって，当時の工業生産の特異
な発展形態を最も端的に表現せねばならなかった，ということになる。かかる発展形態の
もとでは，斯業の発展そのものが平均工場規模の小規模性の持続を内包していたのであ
り，そこに斯業での中小企業問題の展開をみ’る。しかるに，この小規模性は，例えば1919
~29年の規模別趨勢における最小規模層（職エ10人未満）の工場数・職工数の著増にみら
れるように，その最底辺部分の群生という形をとったのであって，ここに斯業の中小企業
問題の特殊日本的形態を見出しうる。
ところで，このような発展形態が明確に発現するのは，上記の1920年代の時期であり，
この期においては，斯業では工業生産の増大は， r工場統計表」所載の諸項目にかぎって
みれば，明らかに工場数の増大，工場規模の小規模化，労働生産性の増大によって説明さ
れうる。また，労働生産性の増大はもっぱら職エ1人当り電動機馬力数の著増にもとづい
ている，といえる。しかし，時期的な面からこのような特徴について述べる場合，さらに2
つの点が注目される。第1に，たとえこの発展形態が1920年代において明確にあらわれて
いるとしても，そのぷうな発展傾向は1909~34年の長期趨勢においても見出しうるのであ
り，この傾向をもって明治末の独占資本主義段階への移行期から昭和初期の準戦時体制へ
の移行期にわたる戦前の日本独占資本主義の長期的パターンとして考えてよいであろう。
第2に， 1920年代のうちでもとくに後半に集中して上記の特徴がみられることである。こ
のことは，わが国の中小企業問題の形成，展開をみるばあいにこの期の検討が特別の意義
を持っていることを示唆しているといえよう。
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